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（健全性の基準） 
 

● 保険業法第百三十条 
 内閣総理大臣は、保険会社に係る次に掲げる額を用いて、保険会

社の経営の健全性を判断するための基準として保険金等の支払能力

の充実の状況が適当であるかどうかの基準を定めることができる。 
 
一 資本金、基金、準備金その他の内閣府令で定めるものの額の合

計額 
 
二 引き受けている保険に係る保険事故の発生その他の理由により

発生し得る危険であって通常の予測を超えるものに対応する額として

内閣府令で定めるところにより計算した額 

支払余力 
（マージン） 

危険 
（リスク） 

健全性の基準 

「保険金等の支払能力の充実の状況が適当であるかどうかの基準」 

「ソルベンシー･マージン比率」＝--------------------------------------------------------------------------- 
(1/2) × 通常の予測を超える危険（リスク）に対応する額 

支払余力（マージン）

200％≦ 
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 通常の予測を超える危険（リスク）に対応する額 

 
保険料 
積立金 

等 

純資産 
価格変動準備金 

危険準備金・ 
異常危険準備金 

等 

● 「通常の予測を超えるリスク」と「支払余力」のイメージ 

支払余力（マージン） 
「自己資本」・「準備金」 

通常の予測を超える危険（リスク） 

通常の予測の 
範囲 

通常の予測を 
超える範囲 

運用環境の悪化（ ⇒ 株の大暴落 ） 

金利の低下（ ⇒ ゼロ金利 ） 

保険金支払いの急激な増加（ ⇒ 大災害 ） 

その他 

予め見込ん

で設定 
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資産運用リスク 

価格変動等リスク 

信用リスク 

子会社等リスク 

デリバティブ取引リスク 

その他のリスク 

経営管理リスク 

予定利率リスク 

保険リスク 

最低保証リスク 

資産運用リスク 

価格変動等リスク 

信用リスク 

子会社等リスク 

デリバティブ取引リスク

その他のリスク 

経営管理リスク 

予定利率リスク 

巨大災害リスク 

一般保険リスク 

生命保険会社の場合 損害保険会社の場合 

リスク相当額の概要 

第三分野の保険リスク 第三分野の保険リスク
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リスク量の算出 

リスク係数 リスク対象金額 リスクの種類 

０．６／１０００  危険保険金額 普通死亡リスク

１  危険準備金積立限度額 その他のリスク

１０／１０００  個人年金保険期末責任準備金額 生存保障リスク

保険金基準保険料基準

 
 
 
 
正 味 既 経

過保険料

リスク対象

金額

１７％ 
２１％

５６％

８％

９％

１２％ 

リスク係数

３９％ 積荷保険

リスク係数 リスク対象

金額

保険の種類 

３３％  
 
 
 
正味発生 
保険金 

火災保険 
（家計地震保険を除く） 

３４％ その他の保険 
（自動車損害賠償保険を除く）

６２％ 船舶保険

１４％ 自動車保険

２６％ 傷害保険

① 保険リスク（第三分野を除く） 
 実際の保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得るリスク  
●生保  

●損保 巨大災害リスク 
 地震（関東大震災に相当する規模）又は台風（昭和34
年の台風第15号（伊勢湾台風）に相当する規模）が再来

した場合の推定正味支払保険金をリスク量として設定。 
（いずれか大きい額） 

一般保険リスク相当額 ＝   （１－ρ）×（a2+b2+c2+d2+e2+f2）+ρ×（a+b+c+d+e+f）2 

・ ρは、相関係数で0.05 
･ a,b,c,d,e及びfは、それぞれ火災保険、傷害保険、自動車保険、船舶保険、積荷保険及 

びその他の保険について、保険料基準のリスク相当額と保険金基準のリスク相当額のい

ずれか大きい額。  
 

 

●損保 一般保険リスク 

保険リスク相当額 ＝     A2+B2  + C
･ A,B及びCは、それぞれ普通死亡リスク、生存保障リスク、その他のリスク

相当額。 
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ストレステストの対象とするリスク（生損共通） 
・ ストレステスト 
 毎決算期に、商品ごと予め設定した予定事故発生率が十分なリスクをカバーしているか確認するもの。実績の保険事故発生率等に基づいてテ

スト実施期間（10年間）の発生率に関するリスクの99％をカバーする発生率（危険発生率）を予測し（図1）、将来発生する保険金額（図２－Ａ）と

予定発生率に基づく保険金額（図２－Ｐ）を比較して、予定発生率に基づく保険金額が大きければ保険料積立金が十分と判断（図２－ケースⅠ）

し、逆に、下回っていれば、保険料積立金が不十分として危険準備金を積み立てる（図２－ケースⅡ及びⅢ）。 

生命保険会社の第三分野の保険リスク＝D+E+F+G＋Ｈ 
損害保険会社の第三分野の保険リスク＝D 
Ｄはストレステストの対象とするリスク相当額、Ｅは災害死亡リスク

相当額、Ｆは災害入院リスク相当額、Ｇは疾病入院リスク相当額、

Ｈはその他のリスク相当額 

０．１  危険準備金積立限度額 ストレステストの対象と

するリスク 

７．５／１０００  疾病入院日額総額×予定平均給付日数 疾病入院リスク 

リスク係数 リスク対象金額 リスクの種類 

１  危険準備金積立限度額 その他のリスク 

３／１０００  災害入院日数総額×予定平均給付日数 災害入院リスク 

０．０６／１０００  災害死亡保険金額 災害死亡リスク 

② 第三分野の保険リスク 
実際の保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得るリスク  

Ａ＞Ｐ≧Ｂ 

図１ 将来の保険事故発生率の予測のイメージ 

（予定発生率が十分なケース）

（注） Ｐ：予定発生率によるテスト実施期間（１０年間）の将来給付額 
 Ａ：危険発生率Ａによるテスト実施期間（１０年間）の将来給付額 
 Ｂ：危険発生率Ｂによるテスト実施期間（１０年間）の将来給付額 

← 

保
険
事
故
発
生
率

 
Ｐ 
 

ケースⅡ

 
 
 

Ｐ 
 
 
ケースⅠ

Ｐ 
ケースⅢ 

危険準備金 
Ａ－Ｐ 

 
危険準備金 

Ａ－Ｂ 

危険準備金

で対応する

範囲 

Ｐ≧Ａ 保険料積立金が十分と判断

Ａ

Ｂ

Ｂ＞Ｐ 

図２ ストレステストのイメージと危険準備金の積立

テスト実施期間(10年間)

実

績 

危険発生率Ａ 
保険事故発生率に
関するリスクの
99％をカバーする
発生率

予定発生率 

実績から見込まれ

る将来の保険事故

発生率 

（※ 第三分野のストレステストは、平成 19 年 4 月１日適用である。） 

危険発生率Ｂ 
保険事故発生率に関
するリスクの97.7％
をカバーする発生率
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●損保 ●生保 

 0         1    2    3    4    5    6

１．０  ６％超 

０．８  ５％超 ６％以下 

０．６  ４％超 ５％以下 

０．４  ３％超 ４％以下 

０．２  ２％超 ３％以下 

 ０．０１       ２％以下 

リスク係数 予定利率の水準 

０．７  ６％超 

０．５  ５％超 ６％以下 

０．３５  ４％超 ５％以下 

０．２  ３％超 ４％以下 

０．１  １％超 ３％以下 

０．０１       １％以下 

リスク係数 予定利率の水準 

（例） 予定利率５％の場合 （生保）：２％×０．０１＋１％×０．２＋１％×０．４＋１％×０．６＝１．２２％ 
  ⇒ 逆ザヤの期待値 １．２２％、これに責任準備金の額を乗じる。 

予定利率（％） 

逆ザヤ（％） 

1.0

0.8
0.6
0.4
0.2
0.01×2

予定利率と逆ザヤの関係のイメージ（生保） 

③ 予定利率リスク 
 責任準備金の算出の基礎となる予定利率を確保できなくなるリスク 
 すなわち、保険会社の一般的な資産ポートフォリオによる収益率が予定利率を下回り、逆ざやとなる

金額の期待値を予定利率リスク相当額として計測。  
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④ 資産運用リスク 
・ 価格変動リスク 

 保有する有価証券その他の資産の通常の予測を超える価格変動等により発生し得るリスク  
 （国内株式10%、外国株式10%、国内公社債1%、外貨建債券等5%、不動産5%、金地金20%、商品有価

証券1%）  

 ⇒ 分散投資効果  分散投資による効果 （生命保険会社３０％、損害保険会社２０％） 
・ 信用リスク 

 保有する有価証券その他の資産について、取引の相手方の債務不履行その他の理由により発生し得る

リスク 
  与信先、発行体等 リスク係数

ランク 1 

a. 最上級格付を有する国の中央政府、中央銀行及び国際機関 
b. OECD 諸国の中央政府及び中央銀行 
c. わが国の政府関係機関、地方公共団体及び公企業 
d. a～c に掲げる者の保証するもの 
e. 保険約款貸付 

0.0% 

ランク 2 

a. ランク 1 の a に該当しない国の中央政府、中央銀行及び国際機関 
b. 外国の政府関係機関、地方公共団体及び公企業 
c. 我が国及び外国の金融機関 
d. BBB 格相当以上の格付を有する者 
e. a～d に掲げる者の保証するもの 
f. 抵当権付住宅ローン 
g. 有価証券、不動産等を担保とする与信 
h. 信用保証協会の保証する与信 

1.0% 

ランク 3 ランク 1、2 に該当せず、ランク 4 に掲げる事由が発生していない先への与信等 4.0% 

貸付金 
債 券 
預貯金 

ランク 4 破綻先債権 延滞債権 3 か月以上延滞債権 貸付条件緩和債権 30% 

短資取引（相手先がランク４に該当する状態となった場合は、リスク係数を 30％） 0.1% 
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・ 子会社等リスク 
 子会社等への投資その他の理由により発生し得るリスク 
 

 

 

 

 

 

 

 

・ デリバティブ取引リスク 
 先物取引、オプション取引、スワップ取引等により発生するリスク 
  ヘッジ対象資産に対してリスクを相殺するような取引を設定している場合はその分リスクが減少するよう

設定。投機目的の場合は独立に設定。 
 

取引種類 リスク係数 
先物取引 
オプション取引 
スワップ取引等 

各取引毎 
▲１０％～１０％ 

     

 事業形態 リスク対象資産 リスク係数 

株式 15％ 
金融関連業務 

貸付金 1.5％ 

株式 10％ 
国内会社 

非金融関連業務 
貸付金 1.0％ 

株式 20％ 
金融関連業務 

貸付金 6.5％ 

株式 15％ 
海外法人 

非金融関連業務 
貸付金 6.0％ 

株式 100％ 上記にかかわらず破綻先等に該当する子
会社等 貸付金 30％ 
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・ その他のリスク（再保険リスク、再保険回収リスク） 
 出再先の保険会社の経営破綻に伴い発生し得るリスク 
 金融機関に対する信用リスクと同じ１％を用いている。 
 
⑤ 最低保証リスク 
 特別勘定を設けた保険契約であって、変額年金保険等の保険金等の額を最低保証するものについて、支

払時に特別勘定資産の額が保険金等の額を下回るリスクで、特別勘定資産の通常の予測を超える価額

の変動等により発生し得るリスク 
   最低死亡保証、最低年金原資保証、最低年金年額保証のリスク係数（最低保証額の２％） 
 
⑥ 経営管理リスク 
 経営政策・経営判断の誤り等に起因するリスクや事務面・電算システムにおける事故に係るリスクなどの

事業経営上のリスク 
 各リスク量の合計の一定率（２％）、さらに当期末損失が発生している会社については３％ 
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リスクの合計額の算出 

 
リスクの合計額＝  （保険リスク＋第三分野の保険リスク）２＋（予定利率リスク＋資産運用リスク＋最低保証リスク）２＋経営管理リスク 

生命保険会社

 
リスクの合計額＝  （一般保険リスク＋第三分野の保険リスク）２＋（予定利率リスク＋資産運用リスク）２＋経営管理リスク＋巨大災害リスク 

損害保険会社

（参考） 
• リスク間の相関関係を考慮して、全体のリスク量を算出 
「相関がない場合」（片方のリスクの発生とは無関係に他のリスクが発生する関係） 
 ・ 保険リスクと予定利率リスク・資産運用リスクは互に無関係に発生するため 
  合計 ＝   ＲＡ

２＋ＲＢ
２ 

「相関がある場合」 
 ・ 予定利率リスク、資産運用リスク、最低保証リスクは、相関が高いものとして単純合計 
 ・ 経営管理リスクは、経営管理リスク以外のリスクの一定割合としているため、リスクを単純に合計 
  合計 ＝  ＲＡ＋ＲＢ 

 
※ 本来は相関関係により 合計 ＝  ＲＡ

２＋ＲＢ
２＋２ＲＡＲＢ・ρ       （－１≦ρ≦１） 
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貸付金 

ソルベンシー・マージン総額の計算 

保険料積立金

 
 

劣後特約付借入金等 

危険準備金 
異常危険準備金 

純資産 
 

解約返戻金相当額

超過部分 

オフバランス

一般貸倒引当金（控除項目） 

純資産の部 

資産の部 負債の部 

価格変動準備金 

配当準備金中の未割当額

税効果相当額 将来利益 

●任意（有税）積立金の取

崩しを行うこと等によりリスク

対応財源として期待できるも

のの額 

●有配当保険契約につ

いて減配することによりリ

スク対応財源として期待

できるもの 

土地の含み損益

●土地の含み益の８５％（含み損の１００％） 

純資産からの控除額等の影響による減 

●その他有価証券の含み益の９０％がマージンに算入 
（含み損の場合１００％） 
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ソルベンシー・マージン基準の支払余力 
 

項目 現行規制の考え方 根拠法令他 

純資産の部の合計から利益又は剰余

金処分として支出する金額、繰延資産

及びその他有価証券差額を除く 

● 純資産の部の合計額から剰余金の処分として支出する金額、評価・換算差額等

（その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、土地再評価差額金）、繰延資産

を控除した額 

規則 

価格変動準備金 ● 株式等の売買等による損失の額が利益の額を超える場合において、その差額の

損失に充てるもの。 

規則 

危険準備金 

 

● 保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危

険に備えて計算した金額 

 Ⅰ 保険リスクに備えるもの 

 Ⅱ 予定利率リスクに備えるもの 

 Ⅲ 最低保証リスクに備えるもの 

 Ⅳ 第三分野の保険リスクに備えるもの 

規則 

異常危険準備金 ● 異常災害による損害のてん補に充てるため、収入保険料を基礎として計算した

金額（収入保険料以外の金額を基礎とすることが合理的と認められる保険契約の

種類として金融庁長官が定めるものにあっては、金融庁長官が別に定めるところ

により計算した金額） 

規則 

一般貸倒引当金 ● 将来の貸し出し等の返済不能（デフォルト）に備えて予め用意する準備金（資

産の部の控除項目） 

規則 

その他有価証券の評価差額×９０％ ● 国内株式の価格変動等リスクのリスク係数を踏まえ９０％をソルベンシー・マ

ージンに算入（含み損の場合１００％） 

規則 

（率は告示） 

土地の含み損益×８５％ ● 価格の下落等によるリスクを考慮して８５％をソルベンシー・マージンに算入

（含み損の場合１００％） 

規則 

（率は告示） 



１３ 

解約返戻金相当額超過部分 ● 将来の保険金等の支払に備えて積み立てている準備金のうち、保有する保険契

約(外国生命保険会社等にあっては、日本における保険契約)が保険事故未発生の

まま消滅したとして計算した支払相当額を超える額 

● 責任準備金（危険準備金を除く。）のうち、解約返戻金相当額を超過する額 

● ただし、全期チルメル式責任準備金を解約返戻金相当額が下回る場合には、全

期チルメル式責任準備金額を超過する額 

告示 

 

 

 

⇒決算状況表

記載要領にお

いて記載 

配当準備金の未割当額 ● 配当準備金のうち契約者配当等として割り当てた金額を超える額。 

● 減配等により、配当しない場合も有りうるものとしてマージン構成項目に算

入。 

告示 

将来利益 ● 有配当保険契約について減配することにより、リスク対応財源として期待でき

るもの。 

● 過去５年間の配当準備金繰入額の平均額又は直近の額のいずれか小さい方の 

１／２。 

告示 

税効果相当額 ● リスク発生時には、課税所得の圧縮による税負担の軽減効果を捉えるものとし

て導入。 

● 税効果会計で調整されていない資本の部を対象。 

税効果相当額＝Ａ×ｔ／（１－ｔ） 

Ａ＝剰余金 

－損失てん補準備金 

－剰余金処分として支出する額 

－基金償却積立金に積み立てる額等 

ｔ：実効税率 

告示 



１４ 

払戻積立金の一部 ● 損害保険会社(外国損害保険会社等及び引受社員を含む。以下同じ。) 

払戻積立金のうち、保険料及び責任準備金の算出方法書に記載された方法(保険契

約の締結時の費用を保険料払込期間で償却する方法である場合に限る。)に従って計

算した額を超えて積み立てているもの 

※ 払戻積立金 保険料又は保険料として収受する金銭を運用することによって得られ

る収益の全部又は一部の金額の払戻しを約した保険契約における当該払戻しに充て

る金額 

告示 

負債性資本調達手段等 ● 他の債権者の全額が支払われるという条件を満たした場合に請求権が発生す

ることから、支払余力としてのソルベンシー・マージンとする。 

● あくまでも補完的手段であり、他の項目の充実を図る観点から、原契約５年以

上の劣後債務について算入。 

● 算入限度額は、以下の内部留保相当額の合計。ただし、期限付劣後債務は５０％

 

資本の部合計（社外流出分除く）、価格変動準備金、危険準備金、異常危険準

備金、解約返戻金相当額超過部分、払戻積立金の一部、配当準備金の未割当

額 等 

 

告示 

控除項目 ● 他の保険会社、あるいは子会社である銀行・証券専門会社に対する自己資本比

率向上のための意図的な資本調達手段の保有と認められる場合は控除。 

告示 

 
規則 保険業法施行規則 第86条 

告示 保険会社の資本、基金、準備金等及び通常の予測を超える危険に相当する額の計算方法等を定める件（平成八年大蔵省告示第五十号） 

 



【生命保険会社】 【損害保険会社】

会　社　名 比　率（％） 会　社　名 比　率（％）

日本生命保険相互会社 1,257.9 東海日動火災保険株式会社 1,076.6

第一生命保険相互会社 1,095.5 株式会社損害損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ 1,130.9

明治安田生命保険相互会社 1,179.9 三井住友海上火災保険株式会社 1,115.4

住友生命保険相互会社 949.7 日本興亜損害保険株式会社 1,056.5

朝日生命保険相互会社 670.2 あいおい損害保険株式会社 1,058.7

富国生命保険相互会社 1,139.6 富士火災海上保険株式会社 833.2

三井生命保険株式会社 744.3 ﾆｯｾｲ同和損害保険株式会社 1,155.2

太陽生命保険株式会社 1,045.2 共栄火災海上保険株式会社 968.4

大同生命保険株式会社 1,254.4 日新火災海上保険株式会社 1,132.5

ｿﾆｰ生命保険株式会社 1,547.0 朝日火災海上保険株式会社 982.2

T&Dﾌｨﾅﾝｼｬﾙ生命保険株式会社 1,911.8 ｾｺﾑ損害保険株式会社 561.5

ｵﾘｯｸｽ生命保険株式会社 975.4 大同火災海上保険株式会社 735.1

大和生命保険株式会社 740.7 ｾｿﾞﾝ自動車火災保険株式会社 782.4

ｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀ生命保険株式会社 1,110.6 ｿﾆｰ損害保険株式会社 976.1

AIGｴｼﾞｿﾝ生命保険株式会社 1,025.3 三井ﾀﾞｲﾚｸﾄ損害保険株式会社 446.6

ｴｲｱｲｼﾞｰ・ｽﾀｰ生命保険株式会社 1,464.4 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ損害保険株式会社 1,218.5

ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ生命保険株式会社 1,006.2 そんぽ２４損害保険株式会社 2,618.7

ﾏﾆｭﾗｲﾌ生命保険株式会社 1,429.3 ｼﾞｪｲｱｲ傷害火災保険株式会社 2,293.6

ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ生命保険株式会社 1,430.5 ｱﾘｱﾝﾂ火災海上保険株式会社 623.0

ｱｲｴﾇｼﾞｰ生命保険株式会社 1,520.7 ｴｰｽ損害保険株式会社 977.0

ｱｸｻ生命保険株式会社 1,121.0 ｱｸｻ損害保険株式会社 330.2

ﾏｽﾐｭｰﾁｭｱﾙ生命保険株式会社 457.1 ｽﾐｾｲ損害保険株式会社 3,271.1

ｳｲﾝﾀｰﾄｳﾙ・ｽｲｽ生命保険株式会社 808.6 明治安田損害保険株式会社 4,510.2

ﾋﾟｰｼｰｴｰ生命保険株式会社 2,034.2 ﾄｰｱ再保険株式会社 777.0

東京海上日動あんしん生命保険株式会社 2,058.1 日本地震再保険株式会社 160.2

損保ｼﾞｬﾊﾟﾝひまわり生命保険株式会社 1,618.1 大成再保険株式会社 30,923.1

三井住友海上きらめき生命保険株式会社 1,493.9 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾎｰﾑ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ 893.4

三井住友海上ﾒｯﾄﾗｲﾌ生命保険株式会社 11,902.5 ﾌｪﾃﾞﾗﾙ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ 474.4

あいおい生命保険株式会社 1,733.9 ｴｲｱｲﾕｰｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｶﾝﾊﾟﾆｰ 1,334.0

日本興亜生命保険株式会社 2,801.1 ﾄﾗﾝｽｱﾄﾗﾝﾃｨｯｸﾘｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｶﾝﾊﾟﾆｰ 612.8

東京海上日動ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ生命保険株式会社 577.2 ｱｰﾙｼﾞｰｴｰ･ﾘｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ 1,534.5

富士生命保険株式会社 3,145.2 ｼﾞｪﾝﾜｰｽ･ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 181,525,400.0

共栄火災しんらい生命保険株式会社 2,362.0 ｲｰｸﾞﾙ･ｽﾀｰ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 108,350.7

損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾃﾞｨｰ・ｱｲ・ﾜｲ生命保険株式会社 909.1 ｻﾞ･ﾌﾞﾘﾀﾆﾔ･ｽﾃｨｰﾑ･ｼｯﾌﾟ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｱｿｼｴｰｼｮﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 13,602.0

ｱﾒﾘｶﾝ・ﾌｧﾐﾘｰ・ﾗｲﾌ・ｱｼｭｱﾗﾝｽ・ｶﾝﾊﾟﾆｰ・ｵﾌﾞ・ｺﾛﾝﾊﾞｽ 1,100.7 ｻﾞ･ｿｻｲｴﾃｨｰ･ｵﾌﾞ･ﾛｲｽﾞ 1,432.2

ｱﾒﾘｶﾝ・ﾗｲﾌ・ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ・ｶﾝﾊﾟﾆｰ 1,005.9 ｺﾝﾊﾟﾆｰ･ﾌﾗﾝｾｰｽﾞ･ﾀﾞｼｭﾗﾝｽ･ﾌﾟｰﾙ･ﾙ･ｺﾒﾙｽ･ｴｸｽﾃﾘｭｰﾙ 1,939.0

ﾁｭｰﾘｯﾋ・ﾗｲﾌ・ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ・ｶﾝﾊﾟﾆｰ・ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 1,858.2 ｶｰﾃﾞｨﾌ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ﾘｽｸ･ﾃﾞｨｳﾞｪｰﾙ 3,911.2

ｶｰﾃﾞｨﾌ・ｱｼｭｱﾗﾝｽ・ｳﾞｨ 576.4 ﾁｭｰﾘｯﾋ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ 279.3

ｽｲｽ･ﾘｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ 529.0

ｱｼｷｭﾗﾁｵﾆ･ｾﾞﾈﾗﾘ･ｴｽ･ﾋﾟｰ･ｴｲ 225.4

ｱｼｭｱﾗﾝｽﾌｫｱﾆﾝｹﾞﾝ･ｶﾞｰﾄﾞ･ｲｪﾝｼﾃﾞｨｸﾞ 3,329.9

ｻﾞ･ﾆｭｰ･ｲﾝﾃﾞｨｱ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 381.4

現代海上火災保険株式会社 695.9

ﾏﾗﾔﾝｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｶﾝﾊﾟﾆｰｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ 10,880.4

ｼﾞ･ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｷﾝｸﾞﾄﾞﾑ･ﾐｭｰﾁｭｱﾙ･ｽﾃｨｰﾑ･ｼｯﾌﾟ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｱｿｼｴｰｼｮﾝ(ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 5,884.1

ｹﾞｰﾘﾝｸﾞ･ｺﾝﾂｪﾙﾝ･ｱﾙｹﾞﾏｲﾈ･ﾌｪｱｼﾞｯﾋｬﾙﾝｸﾞｽ･ｱｸﾂｨｰｴﾝｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ 515.5

ﾕｰﾗｰ･ﾍﾙﾒｽ･ｸﾚｼﾞｯﾄﾌｪｱｽﾞｲﾍﾙﾝｸﾞｽ･ｱｸﾃｲｴﾝｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ 4,448.6

ｱﾄﾗﾃﾞｨｳｽ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｴﾇ･ｳﾞｨ 9,571.3

「ソルベンシー・マージン比率一覧（平成１８年３月期）」
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